
静岡県教育委員会
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令和８年度 教育委員会 第10回定例会 議案

１ 日 時 令和８年８月19日（水） 午後１時30分

２ 場 所 教育委員会議室

３ 日 程

（１）開 会

（２）議 案

第 17 号議案 令和９年度使用教科用図書の採択 …１

（３）報告事項

（４）閉 会



第17号議案

令和９年度使用教科用図書の採択

令和９年度使用教科用図書を別紙（別冊）のとおり採択する。

令和８年８月19日提出

静岡県教育委員会教育長
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参考資料

県立高等学校及び県立中学校における教科用図書採択
（義務教育課・高校教育課）

１ 根拠法令

・地方教育行政の組織及び運営に関する法律

・学校教育法

・義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律

２ 主な教科用図書の種類

３ 教科書採択の流れ

教科書選択 採択決定

・各学校は、教科用図書選択委員会を設け、使用希望教科用図書を選択し、県教育委員会

に内申する。

・委員会は、校長を委員長とし、各教科主任等をもって構成する。

・各学校は、教育課程の編成並びに児童生徒の能力、適性、進路及び履修単位等について

十分な考慮を払い、明確な方針に基づいて適切な教科用図書の選択が行われるよう措置

する。

・県教育委員会は、この内申に基づき採択教科用図書を決定し、各学校長に通知する。

４ 明確な方針

各学校は以下に示す４つの観点ごとに理由を１つ以上選択して県教育委員会に内申する。

（1）〈 内 容 〉適切な内容が精選され、取り上げられている。 など

（2）〈組織・配列〉教材が系統的・発展的に組織され、他教材との関連が考慮されて

いる。 など

（3）〈生徒への配慮〉生徒の発達段階に教材が適している。 など

（4）〈表現・造本〉本文、問題等について、用字・用語、図表等が正確で統一がとれ

ている。 など

区 分 概 要

文部科学省検定済教科書
民間の教科書発行者において著作・編集され、文部科

学大臣の検定を経たもの。

文部科学省著作教科書
需要数が少なく民間による発行が期待できないこと

から、文部科学省において著作・編集されたもの。

学校教育法附則第９条に

基づく教科書

適切な教科書がないなど特別な場合には、上記以外の

図書の使用が許される。

校長 採択内申 県教育委員会

教科用図書選択委員会

（各教科主任等） 決定通知

高校教育課

義務教育課
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県立特別支援学校における教科用図書採択
（特別支援教育課）

１ 根拠法令

・地方教育行政の組織及び運営に関する法律

・学校教育法

・義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律

２ 主な教科用図書の種類

３ 教科書採択の流れ

教科書選定 採択決定

・各学校は、教科用図書選択委員会を設け、使用希望教科用図書を選択し、県教育委

員会に内申する。

・教科用図書選択委員会は、校長を委員長とし、各教科主任等をもって構成する。

・各学校は、教育課程の編成並びに児童生徒の能力、適性、障害の状況等について十

分な考慮を払い、適切な教科用図書の選択が行われるよう措置する。

・県教育委員会は、この内申に基づき採択教科用図書を決定し、各学校長に通知する。

４ 各学校の選定の方針

(1) 小学部・中学部（小学校・中学校に準ずる教育課程）

ア 視覚障害

・点字・墨字いずれでも同一の授業ができるよう、点字教科書の原典となる教科書

を選定

イ 聴覚障害・肢体不自由・病弱

・学校所在地の市町が採択する教科書を選定

（2）高等部（高等学校に準ずる教育課程）

・卒業後の進路を見据えた教科書を選定

(3) 小学部・中学部（知的障害の教育課程）

・障害の程度等児童生徒個々の状況及び各校の教育課程に応じて教科書を選定

区 分 概 要

文部科学省検

定済教科書

・民間の教科書発行者において著作・編集され、文部科学大臣の検

定を経たもの。

文部科学省著

作教科書

・需要数が少なく民間による発行が期待できないことから、文部科

学省において著作・編集されたもの。

・特別支援学校用として文部科学省において著作・編集されたもの。

視覚(点字)、聴覚（言語・音楽）、

知的（生活、国語、算数･数学、音楽、中理科、中社会、中職業・家庭）

学校教育法附

則第９条に基

づく教科書

・適切な教科書がないなど特別な場合には、上記以外の図書の使用

が許される。

・「文部科学省一般図書一覧」で示された本の中から、静岡県教科書

選定審議会の依頼を受け調査・研究を行い、静岡県教育委員会が

２年分の「選定一般図書一覧」として示す。

・ボランティア団体が作成する一部の点字教科書

校 長 採択内申

決定通知

県教育委員会

教科用図書選択委員会

（児童生徒の各担任等）
特別支援教育課
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第10回定例会 報告事項

番号 項 目 Page

配付

報告１
監査結果に関する措置状況報告 P1

配付

報告２
令和９年度教員採用第２次選考試験の結果 P4

＜非＞

報告

事項１

三ヶ日青少年の家指定管理者選定委員会選定結果 非



配付報告１ 令和８年８月19日

監査結果に関する措置状況報告

（財務課）

１ 概 要

令和７年度第４回監査結果は以下のとおりで、指摘等事項についての改善措置状況を

監査委員に報告した。

２ 監査結果の区分

(1) 指 摘

次に掲げる事項に該当し、その程度が著しいもの及びその他指摘すべき重大な事項

ア 法令・条例・規則に違反している事項

イ 収入確保に適切な措置を要する事項

ウ 予算を目的外に支出している事項

エ 著しく不経済な支出又は著しい損害を生じている事項

オ 既に注意したもので是正又は改善されていない事項

(2) 注 意

指摘に掲げる事項に該当し、その程度が軽微なもの、既に指導したもので是正され

ていない事項及びその他特に注意すべき事項

(3) 意 見

組織及び運営の合理化や事務・事業の適正化など多様な観点から必要があると認め

る事項

３ 指摘等一覧

(1) 令和７年度第４回 監査結果

ア 定期監査

＜指摘：１件＞

＜注意：１件＞

項目 監査結果 対象期間 監査方法 対象 結果内容

令和７年度

第４回
R8.３.２

R7.11.12

～

R8.１.29

定期監査 35所属
指摘１件

注意１件

対象機関 件 名 詳細

伊豆の国特別支援学校 建設工事における不適切な事務処理 １

対象機関 件 名 詳細

焼津中央高等学校 所得税の納付遅延 ２
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（ 別紙１ ： 「 指摘又は注意」 用）

監 査 対 象 機 関 監 査 結 果 報 告 年 月 日

焼津中央高等学校 令和８ 年３ 月２ 日

【 監査の結果】

１ 監査結果の区分 注意

２ 件 名 所得税の納付遅延

３ 内 容 焼津中央高等学校は、 令和７ 年７ 月10日納付期限の所得税の納付を 失念し 、

不納付加算税5, 000円を 発生さ せた。

【 措置の内容】

本件は、 歳入歳出外現金の払出票の決裁により 所得税の払出処理が完結し たと 担当職員が誤解

し ていたこ と 、 また、 資金前渡口座から 出金し て納付する までの事務の進捗状況を 事務室内で管

理でき ていなかっ たこ と が原因です。

未納を 確認後、 直ちに藤枝税務署に対し て不納付加算税を 納付し まし た。

再発防止策と し て、 所得税の払出処理を 含む払込金資金前渡の決裁時に、 納付日を 事務室の日

程表に記録し て事務室内で共有する と と も に、 納付日の朝には注意喚起を 行い、 納付後に通帳の

残高を 複数の職員で確認し ています。

また、 公認会計士の助言によ り 、 所得税を 期限よ り も １ 日早く 納付する よう にし て、 不納付加

算税の発生リ スク を 低減さ せまし た。

今後も 、 支払漏れを 防ぐ ため、 適切な事務処理に努めます。
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（ 別紙１ ： 「 指摘又は注意」 用）

監 査 対 象 機 関 監 査 結 果 報 告 年 月 日

伊豆の国特別支援学校 令和８ 年３ 月２ 日

【 監査の結果】

１ 監査結果の区分 指摘

２ 件 名 建設工事における 不適切な事務処理

３ 内 容 伊豆の国特別支援学校は、 令和７ 年度に実施し たエレ ベータ ー修繕工事

において、 工期内に完成図書が提出さ れなかっ たこ と に対し 、 遡っ た日付

によ る工期延長請求書を 提出さ せ、 工期延長の手続き を 実施し ていた。 さ

ら に、 延長後の工期内においても 完成図書が提出さ れなかっ たが、 工期延

長の手続き を 行わず、 遡っ た日付によ る完成図書の受理及び検査手続を 実

施し ていた。

【 措置の内容】

本件は、 業者と の連絡調整が不十分で、 工程の管理ができ ていなかっ たこ と 、 事務処理の効率化

を 優先し 、 誤っ た処理を し たこ と が原因です。

今回の事案を 受け、 緊急の事務職員会議を 開催し 、 虚偽の公文書に基づく 事務手続の疑いが生じ

る よ う な事務処理は厳に慎むこ と を 事務室全体に周知・ 共有すると と も に、 特に工事関係書類の起

案時においては、 誤っ た処理を し ていないかど う か、 起案担当者と 事務長と のダブルチェ ッ ク 体制

を 徹底するよ う 、 体制の見直し を 行いまし た。

また、 ２ 月よ り 工事に関する 資料は本校・ 分校で閲覧が可能な共有フ ァ イ ルサーバーに保管し 、

事務室全体で工事の情報等を 共有する 体制を 整えまし た。 実際に３ 月に入札予定のエ レ ベータ ー保

守点検業務委託業務の手続き は円滑に進んでいます。

今後の防止策と し て、 工事の実施に当たり 、 業者と の連絡及び打合せを 密に行います。 また、 担

当者は業者に対し 、 工事の進捗状況を 定期的に聞き 取り を 行い、 事務長と 共同で進捗状況を 可視化

でき る 資料を 作成し 、 事務室全体で共有し ます。

さ ら に、 工事の進捗や書類提出に遅れが生じ る可能性がある 場合には、 担当者は速やかに事務長

に連絡し 、 事務長が教育施設課及び東部出納室に丁寧な説明と 相談を する と と も に、 事務長は本校

・ 分校管理職に報告し 、 情報と 対策を 共有し ます。 書類が提出さ れない場合、 提出の督促を 強化し

ます。

また、 事務職員一人一人がこ れまでの意識を 改革し 、 高いコ ンプ ラ イ アン ス意識を 持ち続ける た

めに、 今回事案の注意喚起を 含めたコ ン プ ラ イ アン ス意識向上に資する 研修を 行う こ と と し 、 以

降、 上半期・ 下半期（ 年２ 回） に研修を 行っ ていく こ と で、 再発防止に努めます。

なお、 教育施設課が、 教育委員会全体における公文書の適切な取扱いの徹底のため、 県立学校及

び社会教育施設の施設担当者を 対象と し た「 令和８ 年度施設・ 管財担当者研修会」 において、 当該

事項含めた監査結果の指摘事項を 取り 上げ、 再発防止に努める よう 周知を 行いまし た。
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　配付報告２－１

（義務教育課）

1　合格者数等について ２　特別な選考等について
（１）教職経験者を対象とした選考

校種等 志願者数
受験者数

（1次）
合格者数

（1次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

小学校 114 110 105 103 49 2.2 

中学校 99 96 41 35 15 6.4 

養護教員 51 48 14 12 8 6.0 

栄養教員 3 3 2 1 1 3.0 

（2）障害者を対象とした選考

校種等 志願者数
受験者数

（1次）
合格者数

（1次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

〈8〉 [1] 〈8〉 [1] 〈7〉 [1] 〈7〉 [1] 〈4〉 [0] 小学校 0 0 - - - -

中学校 1 1 1 1 0 0.0 

〈9〉 [5] 〈9〉 [3] 〈6〉 [2] 〈6〉 [2] 〈4〉 [1] 養護教員 0 0 - - - -

栄養教員 0 0 - - - -

中 〈9〉 [2] 〈9〉 [2] 〈7〉 [1] 〈7〉 [1] 〈2〉 [0] （３）多文化共生を推進する教員選考

校種等 志願者数
受験者数

（1次）
合格者数

（1次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

〈12〉 [0] 〈11〉 [0] 〈9〉 [0] 〈8〉 [0] 〈4〉 [0] 小学校 2 2 2 2 2 1.0 

中学校 0 0 - - - -

〈8〉 [2] 〈8〉 [2] 〈3〉 [1] 〈3〉 [0] 〈2〉 [0] 養護教員 0 0 - - - -

学 栄養教員 0 0 - - - -

〈4〉 [0] 〈4〉 [0] 〈4〉 [0] 〈4〉 [0] 〈4〉 [0] （４）社会人経験者を対象とした選考

校種等 志願者数
受験者数

（1次）
合格者数

（1次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

〈10〉 [8] 〈10〉 [7] 〈3〉 [3] 〈3〉 [3] 〈1〉 [2] 小学校 1 1 1 1 0 0.0 

中学校 10 9 6 6 2 4.5 

校 〈0〉 [0] 〈0〉 [0] 〈0〉 [0] 〈0〉 [0] 〈0〉 [0] 養護教員 11 10 4 4 0 0.0 

栄養教員 2 2 0 - - -

〈1〉 [0] 〈1〉 [0] 〈1〉 [0] 〈1〉 [0] 〈1〉 [0] （5）カムバック選考

校種等 志願者数
受験者数

（1次）
合格者数

（1次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

〈3〉 [2] 〈3〉 [2] 〈3〉 [2] 〈3〉 [2] 〈1〉 [0] 小学校 3 3 3 3 3 1.0 

中学校 2 2 2 2 0 0.0 

〈64〉 [20] 〈63〉 [17] 〈43〉 [10] 〈42〉 [9] 〈23〉 [3] 養護教員 0 0 - - - -

栄養教員 0 0 - - - -

（6）大学院進学予定者・在籍者の特例受験者

校種等 志願者数
受験者数

（1次）
合格者数

（1次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

小学校 12 11 11 11 9 1.2 

中学校 27 22 13 13 8 2.8 

養護教員 1 0 0 0 0 -

17.7 栄養教員 1 1 0 0 0 0.0 

17.5 （7）加点申請者

校種等 志願者数
受験者数

（1次）
合格者数

（1次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

小学校 125 121 121(0) 115(0) 71(0) 1.7 
中学校 46 45 36(2) 36(2) 19(0) 2.4 
養護教員 4 4 2(1) 2(1) 1(1) 4.0 
栄養教員 - - - - - -

３　令和９年度教員採用選考試験の結果発表等について ※（　　）･･･加点による合格者数（内数）

(8)志願者・合格者の最高年齢、最低年齢

校種等

最高年齢 最低年齢 最高年齢 最低年齢

小学校 56 22 56 22
中学校 60 22 54 22
養護教員 53 22 30 22
栄養教員 56 22 35 25

令和８年８月19日

 　（件名）

令和９年度教員採用第２次選考試験の結果

小･中学校教員

志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次）
※小学校中段はしずおか未来創造枠、下段は小特共通

　 中学校下段は小中共通、中特共通〈全て内数〉

468 432 410 397 202

{177} {171} {160} {158} {30}

〈25〉 〈24〉 〈22〉 〈20〉 〈11〉

45 41 40 39 22

107 97 32 31 14

76 69 42 40 13

50 46 32 31 15

37 35 16 15 7

16 15 12 12 7

145 136 26 26 10

7 6 6 6 6

4 4 4 4 4

58 48 48 46 25

545 497 258 250 123

※合格者には大学院特例･中特共通・小中共通を含む

養護教員・栄養教員

養護教員 171 159 26 24 9

栄養教員 40 35 8 7 2

※ 養護教員は、小・中学校、高等学校、特別支援学校の採用となる。

※ 栄養教員は、小・中学校、特別支援学校の採用となる。

※ 倍率＝受験者数÷合格者数

志願者 ２次合格者

校種教科 倍率

小学校 2.1 

国語 1.9 

社会 6.9 

数学 5.3 

理科 3.1 

音楽 5.0 

美術 2.1 

保体 13.6 

技術 1.0 

家庭 1.0 

英語 1.9 

中計 4.0 

小中合計 1,013 929 668 647 325 2.9 

校種教科 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次）
倍率

・８月７日(金）正午に発表
・本人宛に通知を郵送
・県庁本館２階に合格者の受験番号を掲示するととも
　に、教育委員会ホームページにて公表
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　配付報告２－２
(件名)

（高校教育課）

1　合格者数等について ２　特別な選考等について
（1）教職経験者を対象とした選考

種類 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

2.3 ア１ 7 7 7 6 3 2.3 

7.8 ア２・イ 28 25 14 14 9 2.8 

3.7 ウ・エ 5 4 2 2 1 4.0 

9.5 計 40 36 23 22 13 2.8 

5.8 （2）カムバック選考（１次試験免除）

3.4 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

2.5 合計 4 - 4 2 1 4.0 

5.3 ※志願教科：国１、数１，体１、英１

2.0 （3）障害者特別選考

13.9 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

3.5 合計 - - - - - －

2.0 （4）多文化共生を推進する教員を対象とした選考

3.3 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

1.3 合計 3 2 1 1 1 2.0 

1.5 （5）社会人経験を有する者を対象とした選考

- 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

5.8 合計 24 24 11 11 8 3.0 

- （6）ネイティブ英語教員

1.5 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

- 合計 5 3 2 2 1 3.0 

8.0 （7）大学推薦（１次試験免除）

ネイティブ 5 3 2 2 1 3.0 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

合計 4 － 4 4 4 1.0 

※志願教科：家庭３、水産（栽培）１

※（倍率）＝受験者数（１次）÷合格者数（２次） （8）博士号を取得した者を対象とした選考

※受験者数には、一部受験者を含む。 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

合計 2 1 1 1 0 -

※志願教科：化学１、生物１

＜実習教諭＞　（特別選考試験） （9）工業又は農業関係民間勤務経験を有する者を対象とした選考

教科・科目 志願者数 欠席者数 受験者数 合格者数 倍率 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

農業実習 3 0 3 2 1.5 合計 2 2 2 2 2 1.0 

工業実習 2 1 1 1 1.0 ※志願教科：農業１、機械１

合　　計 5 1 4 3 1.3 （10）商船等での勤務経験を有する者を対象とした選考

※教職経験者を対象とした選考 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

合計 - - - - - －

（11）大学院修士課程1年生の特例受験者
志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

合計 21 17 11 11 6 2.8 

（12）大学院進学予定者の特例受験者
志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

３　その他 合計 20 19 11 11 5 3.8 

（13）加点申請者

志願者 合格者 志願者数 受験者数(1次） 合格者数(1次） 受験者数(2次） 合格者数(2次) 倍率

最高年齢 最低年齢 最高年齢 最低年齢 合計 124 112 67 67 35 3.2 

61 22 53 22

令和8年8月19日

令和９年度教員採用第２次選考試験の結果

国　語 33 30 24 23 13

歴　史 53 47 16 16 6

地　理 12 11 5 5 3

公　民 22 19 6 6 2

数　学 75 70 33 32 12

物　理 20 17 10 9 5

化　学 24 20 12 11 8

生　物 27 21 14 14 4

地　学 2 2 2 2 1

保健体育 115 97 24 23 7

外国語 39 35 21 19 10

家　庭 12 10 8 8 5

農　業 11 10 7 7 3

機　械 4 4 3 3 3

電気・電子・通信 4 3 2 2 2

建  築 3 2 2 1 0

商  業 30 23 10 8 4

水産（機関） 0 0 0 - -

水産（栽培） 3 3 3 2 2

水産（航海） 1 0 0 - -

情　報 10 8 4 4 1

　　　志願者・合格者の最高年齢、最低年齢（Ｒ9.4.1時点年齢）

教科・科目 志願者数
受験者数

(1次）
合格者数

(1次）
受験者数

(2次)
合格者数

(2次)
倍率

合　計 505 435 208 197 92 4.7 

ア１　　：静岡県内外の公立高校本務教員（受験教科の教諭）として、
　　　　　一定期間（３年）の勤務経験を有する者
ア２・イ：静岡県内外の公立学校本務教員又は県内の公立学校臨時
　　　　 　講師として、一定期間（３年）の勤務経験を有する者
ウ・エ  ：静岡県内外の公立学校本務教員又は県内の公立学校臨時
　　　　　 講師として、一定期間（２年）の勤務経験を有する者

※加点申請
ｇ：英語に関する資格等(免除又は５点)、ｈ：複数教科の高等学校教諭普通免許状取
得(見込み)又は、特別支援学校普通免許状取得(見込み)、ｐ：３級海技士以上の免許
かつ３年以上の実務経験、ｎ：司書教諭の資格取得、O：情報技術者資格、ｖ：日本語
指導資格

P5



配付報告２－３

1　合格者数等について ２　特別な選考等について

区分 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

ア 15 13 13 13 11 1.2 

イ 21 20 19 19 7 2.9 

ウ、エ 9 9 9 9 6 1.5 

合計 45 42 41 41 24 1.8 

(２) 障害者特別選考

校種等 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

特別支援 4 4 4 4 0 

(３) 多文化経験者を対象とした選考

校種等 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

特別支援 1 1 1 1 1 1.0 

中

(４) 社会人経験者を対象とした選考

校種等 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

特別支援 2 1 0 0 0 

(５) 大学推薦

校種等 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

学 特別支援 19 19 19 19 19 1.0 

（６）寄宿舎指導員勤務経験者選考

志願者数 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

特別支援 6 5 3 3 3 1.7 

（７）障害者福祉サービス事業所等での勤務経験者選考

校種等 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

部 特別支援 1 1 0 0 0 

(８) 専門職経験を有する者を対象とした選考

校種等 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

看護師 0 0 0 0 0 

理学療法士 4 3 2 2 2 1.5

作業療法士 0 0 0 0 0 

言語聴覚士 0 0 0 0 0 

（９）大学院修士課程1年生の特例受験者

校種等 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

特別支援 2 2 2 2 2 1.0

(10) 大学院進学予定者の特例受験者

校種等 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

特別支援 0 0 0 0 0 

※ しずおか未来創造枠（小学部対象）　志願者35人、受験者31人、１次合格者30人、

　　２次合格者15人 (11) 加点申請者
※倍率＝受験者数（１次）÷合格者数（２次）

校種等 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

※（受験者）には、一部受験者も含む 特別支援 48 44 38 37 27（０） 1.9 
※（合格者（２次））には、大学院特例採用者１、中学校・特別支援学校中学部共通 ※（　　） … 加点による合格者数(内数)

　　教員１を含まない

３　志願者・合格者の最高年齢、最低年齢

４　令和９年度教員採用選考試験の結果発表について

令和８年８月19日

 （件名）

令和９年度教員採用第２次選考試験の結果　　
（特別支援教育課）

特別支援学校教員 （1） 教職経験者を対象とした選考

志願者数
合格者数
（１次）

合格者数
（２次）

最高年齢 最低年齢 最高年齢 最低年齢 最高年齢 最低年齢

特別支援 61 22 61 22 54 22

８月７日(金)正午に県庁本館２階に合格者の受験番号を掲示

教育委員会ホームページで公開、本人宛に郵送

校種教科 志願者数
受験者数

（１次）
合格者数

（１次）
受験者数

（２次）
合格者数

（２次） 倍率

小学部 67 62 60 59 42 1.5 

国語 2 2 2 2 0

社会 16 13 9 9 7 1.9 

数学 2 2 1 1 0

理科 3 3 3 3 2 1.5 

音楽 3 3 3 3 3 1.0 

美術 1 1 1 1 0

保体 38 35 33 33 25 1.4 

技術 0 0 0 0 0

家庭 2 1 1 1 1 1.0 

英語 4 4 3 3 3 1.3 

中計 71 64 56 56 41 1.6 

自立活動 4 3 2 2 2 1.5 

合計 142 129 118 117 85 1.5 

校種等
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＜非＞報告事項１

令和８年８月 19 日

（件名）

（社会教育課）

（要 旨）

三ケ日青年の家の指定管理者について、令和８年度末をもって現在の指定管理期

間が満了となるため、「静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する条例」

第 14 条の規定に基づき、次期指定管理者を公募し、審査の上、次期指定管理者を選

定した。

【参考】指定管理者の状況

１ 選定方法

候補者の選定を公平かつ適正に実施するため「静岡県立三ケ日青年の家指定管理者

候補者選定委員会」を設置し、選定基準に基づき審査を行い、候補者を選定した。

(1) 委員（７人）

(2) 開催日程

三ケ日青年の家の指定管理者候補者の選定結果

指定期間

第１期

（延長１年間を含む）
第２期 第３期 第４期 第５期

平成 22 年度～

平成 25 年度

平成 26 年度～

平成 28 年度

平成 29 年度～

令和３年度

令和４年度～

令和８年度

令和９年度～

令和 13 年度

指定管理者
(株)小学館集英社

プロダクション
三ケ日フィールドパートナーズ 今回選定

区分 氏 名 所 属 立 場

委員長 佐伯 知子 常葉大学准教授 学 識 経 験 者

委 員

金子 直由 浜松市立三ヶ日中学校長 利 用 者 代 表

楠城 一嘉 静岡県立大学特任教授 危機管理専門家

鉄 多加志 東海大学海洋学部准教授 海洋活動専門家

川島 一郎 日本ボーイスカウト静岡県連盟副理事長 野外活動専門家

森田 哲平 森田公認会計士事務所公認会計士 財 務 専 門 家

中山 雄二 静岡県教育委員会教育部理事（総括・学校教育担当） 行 政

月 日 委員会 内容・選定経過等

７月 10 日 第１回 現地視察、審査基準について検討

７月 24 日 第２回 第１次審査（申請書類の審査）

８月 12 日 第３回
第２次審査（プレゼンテーション、ヒアリング）、

候補者を選定

P7



(3) 選定基準・審査項目

２ 申請者

三ケ日フィールドパートナーズ（現指定管理者）

３ 提案概要

・浜名湖の自然や地域の特色を生かした多様な体験活動を展開し、体験活動を通して、

利用者一人ひとりの成長につながる教育効果の高い事業を実施する。

・これまで整備してきた各種安全マニュアルの合理化・実践化を図り、ヒヤリハット

事例を職員間で即座に共有し、訓練へと繋げることで、現場対応力を高める。

・小中学校や地域団体への出前講座を充実させ、施設で培った専門的な知識や体験活

動を広く提供する。

・多様化する利用者のニーズや教育課題に対応したプログラムを開発すると共に、ニ

ーズに応じた支援方法を検討し、協調性・主体性を養う活動を提供する。

・誰もが安心して体験活動へ参加できるように環境改善に努め、インクルーシブな受

入体制の充実を図る。

・受入れシステムのさらなるデジタル化を図り、利用団体に対して利便性の高い申込

み環境を提供するとともに、職員側においても持続可能で効率的な運営体制を構築

する。

・三ケ日青年の家における高校生、大学生のための｢野外教育スタッフ養成事業｣を通

して、地域社会や社会教育を支え、牽引する次世代の担い手を育成する。

・利用者確保のため、閑散期における事業展開やプログラムの充実化を図ることで、

年間利用者数の平準化と安定的な施設運営を目指す。

・施設単体での事業完結を目指すのではなく、学校や企業、NPO 法人等と多角的に連

携し、浜名湖や三ケ日の豊かな自然・人材資源を活かした体験活動を展開し、地域

全体で青少年を育む地域ネットワークを構築する。

選 定 基 準 審 査 項 目 配点

ア 県民の平等な使用の確保とサ

ービスの向上が図られること。

① 基本方針
10

② 平等な利用の確保

イ 施設の効用を最大限に発揮

できる事業計画であること。

① 魅力的な自主事業

30

② 効果的な各種研修プログラム

③ 利用者ニーズに応じた開所日・休所日の設定

④ 利用者数の確保

⑤ 独自性のある提案

ウ 管理運営に係る経費の縮減

が図られるものであること。

① 委託料の提案額
15

② 経費縮減に関する提案

エ 事業計画に沿った管理運営

を安定して行う能力を有して

いること。

① 財政的基盤

20
② 類似施設運営の実績

③ 施設運営の組織体制

④ 利用者の個人情報保護

オ 施設の運営管理・事業の実

施に当たり、安全管理体制を十

分に整えられるものであるこ

と。

① 利用者の安全確保 25

合 計 100
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４ 選定結果

(1) 指定管理者候補者

(2) 審査結果

(3) 選定の理由

ア 浜名湖の自然を活かした魅力ある海洋活動やプログラムの充実に向けた職員
の資質向上に関する提案があった。

イ 安全対策について、これまでの実績を踏まえつつ、南海トラフ地震に関する

最新の情報を取り入れるなど、更なる安全体制の構築に向けた提案があった。
ウ 出前講座による小中学校への指導や支援、地域と連携した事業の展開、人材

育成のサイクルなど、十分な地域貢献の実績が見られた。

５ 今後のスケジュール

令和８年 ９月県議会 指定管理者指定について議案提出

令和８年 10 月 指定管理者と協定締結

令和９年 ４月 指定管理者による管理運営開始

申請者名
代表団体
所在地

指定管理期間
及び指定管理料

三ケ日フィールドパートナーズ 浜松市中央区
５年間

（R9.4～R14.3）
122,200 千円/年

選定基準 配点 １次 ２次

ア 県民の平等な使用の確保とサービスの向上が図られること。 10 8.1 8.3

イ 施設の効用を最大限に発揮できる事業計画であること。 30 24.6 24.3

ウ 管理運営に係る経費の縮減が図られるものであること。 15 11 10.9

エ 事業計画に沿った管理運営を安定して行う能力を有して

いること。
20 15.1 15.4

オ 施設の運営管理・事業の実施に当たり、安全管理体制を十

分に整えられるものであること。
25 20.6 20.9

加点 ※第４期期間評価が｢Ａ評価」のため加点 － － 3.7

合 計 100 79.4 83.5
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